（様式　振－３）
　　　　年度　名古屋市商工業団体振興補助金（共同振興事業）交付申請書
補助事業区分【人材育成事業（職業訓練事業）】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 年　 月　 日
（あて先） 名古屋市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　所　 在 　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　団　 体 　名　　　　　　 　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（フリガナ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　   代表者職氏名　　　　　　　　　　　   　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（生年月日：　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　   事務担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　   連　 絡 　先　　  電話　　　－
　　　　　年度において実施する共同振興事業（人材育成事業における職業訓練事業）について、下記のとおり補助金の交付を受けたいので関係書類を添付して申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１．補助金交付申請額　　金　　　　　　　　　千円
２．申請者の概要
　（１）認定職業訓練開始年月日　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
（２）職業訓練生所属事業所数　　　　　　事業所（うち市内事業所数　　　事業所）
（構成事業所数　　　事業所（うち市内事業所数　　事業所）
（３）訓練用施設
　　　ア　建　物
	名　　　　称
	規　　　　模
	所　有　者

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　　イ　機械器具等の設備
	種　　　　類
	数　　　量
	所有・借用の別

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（４）普通職業訓練普通課程
　　　ア　職業訓練修了者数
	修了年月日
	訓練課程・訓練科及び訓練期間
	修了者数
	備　　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　（注）　過去の３年間の実績について記入してください。
イ　前年度における出席状況
　　　　　延訓練時間数（Ａ）　　　　時間　　延出席時間数（Ｂ）　　　　時間
出席率（Ｂ／Ａ×１００）　　　％
３．補助事業にかかる事業計画
（１）補助の対象となる事業の実施期間
　　　　　　　　　年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日まで
（２）職業訓練生数　　
	訓練課程・訓練科及び訓練期間
	総　　　数
	第１年度
	第２年度

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	総　　　　　　　　数
	
	
	


（３）職業訓練指導員数（講師を含む）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	訓練科目
	総　数
	参加事業所に
所属する者
	外部
講師
	教育
職員
	公務員
	その他

	学　　科
	(  )
	(  ) 
	
	
	
	

	実　　技
	(  )
	(  ) 
	
	
	
	

	総　　数
	(  )
	(  ) 
	
	
	
	


　（注）（　）内は訓練生所属事業所において訓練を実施する場合における指導員の内数
を記入してください。
（４）訓練の教科及び訓練時間
	訓練課程・訓練科
及び訓練期間
	教科科目
	第１年度
	第２年度
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（５）試験の時期
	訓練課程・訓練科
及び訓練期間
	訓練年数
	技　能　・　試　験　実　施　時　期

	
	
	学　　科
	実　　技
	学　　科
	実　　技

	
	
	
	
	
	


（６）集合訓練実施時期
	訓練課程・訓練科
	学　　科
	実　　技

	
	曜　　日
	時間帯
	曜　　日
	時間帯

	
	
	
	
	


４．消費税及び地方消費税の課税方法（□免税事業者　□簡易課税事業者　□課税事業者）
（添付書類）
　(1) 共同振興事業収支予算書（様式　振－６及び様式　振－６－２）
(2) 補助事業者の役員名簿及び組合員名簿又は会員名簿
(3) 補助事業者の登記事項証明書の写し及び定款又はこれに準ずる規約、会則等のうち該当のもの
(4) 当該補助事業の実施について議決した総会等の議事録の写し
(5) その他市長が必要と認める書類
(注) (3)については名古屋市商工業団体振興補助金交付申請にかかる書類として従前に提出している補助事業者にあっては、内容に変更がない場合にかぎり省略することができる（ただし、前回提出年度から5年を経過している場合はこの限りではない。）。 (前回提出　　　　年度) 
（申請する皆様へ）
１　名古屋市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団若しくは同条第２号に規定する暴力団員と密接な関係を有する団体に該当するときは、補助金を交付しません。また、交付決定後にその旨が判明したときは、交付決定を取り消し、又は補助金の返還を求めることがあります。
２　上記事由を確認する必要がある場合には、申請書類に記載されている情報を愛知県警察本部に照会することがあります。
